
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































大阪産業大学経営論集　第 14 巻　第 1 号
（124）124
定がまだ締結されていない国へ過去および将来に赴任する従業員、さらには協定に基づき
相手国の公的年金制度への加入免除期間終了後も当該国で勤務し、加えて日本の厚生年金
制度に加入継続（二重加入）する従業員が退職後に受取る年金についても、他の従業員と
の間の不平等な取扱いが出ないように個々のケースで覚書や契約書を取り交わすという作
業を行う企業も出ている。
　以上、この小稿により、日本国内勤務者と海外赴任経験者との間の待遇格差および赴任
国による待遇格差をなくすために企業が採用している給与および待遇決定の基本的な構造
を抽出できたが、基本構造の外で個々のケースごとに解決しなければならないものも抽出
できたものと考える。
